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一つの相談の背景にはいくつもの困りごとが…。今の市役所

では縦割りでたらい回しになりがちです。横の連携をつくり、

外部の支援団体や協力者とも力を合わせて、解決の道筋をつ

くって生活再建を支援する方式にすることを提案します。

ワクチンは発症・重症化の防止が目的。感染
防止には平行して福祉、教育施設の従事者な
ど無症状者へのPCR検査拡大で、感染者を発
見・保護し集団感染を防止。

高すぎる国保税など住民負担の軽減と、国の負
担割合を増やすよう求める。

地域のお金を地域内で循環するシステムで地場
産業を育成し、若者の働く場を増やす。

防災監を設置し、災害時の漏れのない組織的対
応と被災者再建支援をはかる。

議会の情報をわかりやすくお知らせし、透明化
とともに市民との交流の場を増やす。

医師や看護師確保で救急体制をより強化し、地
域の健康を守る拠点となるよう推進。



故鈴木さとし議員の議席を回復し、３名の議員団に

なれば、不正・ムダ使いをチェックする力も、市民

の相談を解決する力も大きくなります。
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スーパーには食料があふれているのに、食料自給率は３８％。

コロナで見えてきたのは、マスクどころかワクチンまで外国だの

みの危うい政治。豊かだと思っていたのに、コスト一辺倒で命や

くらしをおろそかにする政治。筑西市では農家も商店街も犠牲に

されて減るばかり。これでは人口減少は止まりません。

多くの人が感じているのは…安倍・菅政権の『今の自民党』の

政治はおかしい…の思い。「黙っていない！」の声を党派や立場

を超えて、筑西市から広げましょう。若者が希望が持てる新しい

政治に変えるチャンスではないでしょうか。
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故鈴木さとし市議も常連

でお世話になった事務所

日本共産党は、市民と野党の協同を広げて、政治家を忖度する政治、
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事実を隠して言い逃れをする政治をやめさせ、憲法を守りくらしを助け

る政治をつくるために頑張っています。ご支援ご協力をお願いします。
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